
 

事業期間

１１１１．．．．基本施策名等基本施策名等基本施策名等基本施策名等（（（（基本計画基本計画基本計画基本計画におけるにおけるにおけるにおける「「「「基本施策名基本施策名基本施策名基本施策名」」」」等等等等をををを記入記入記入記入））））

２２２２．．．．事業名等事業名等事業名等事業名等

①新規　②継続　③その他

①毎年　②隔年　③その他

①直営　②指定管理　③委託

①自治事務　　②法定受託事務 ④その他 （ ）

平成 年度 平成 年度

３３３３．．．．事業事業事業事業のののの内容等内容等内容等内容等

事業事業事業事業のののの背景背景背景背景

事業事業事業事業のののの目的及目的及目的及目的及びびびび対象対象対象対象 事業概要事業概要事業概要事業概要
【目的】

前年度前年度前年度前年度のののの評価評価評価評価 評価結果評価結果評価結果評価結果にににに基基基基づきづきづきづき見直見直見直見直したしたしたした内容内容内容内容
【対象】

４４４４．．．．予算予算予算予算・・・・決算決算決算決算のののの状況状況状況状況 （（（（単位単位単位単位：：：：千円千円千円千円））））

５５５５．．．．実績及実績及実績及実績及びびびび達成目標等達成目標等達成目標等達成目標等

過去過去過去過去３３３３年間年間年間年間のののの事業実績事業実績事業実績事業実績とととと課題課題課題課題

達成目標達成目標達成目標達成目標とととと前年度前年度前年度前年度までのまでのまでのまでの進捗状況進捗状況進捗状況進捗状況････････････････････････事業成果事業成果事業成果事業成果のののの目標目標目標目標となるとなるとなるとなる指標指標指標指標とととと目標数値目標数値目標数値目標数値

Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ 17171717 Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ 18181818 Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ 19191919 Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ 20202020 Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ 21212121 Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ 22222222

　これまでの地図は明治時代の地租改正により作成された図面が
ほとんどであった。地籍調査事業に取り組むことで、土地取引の
円滑化や境界紛争の防止、災害復旧や課税の公平化、特に地理情
報システムの根幹的役割を果たすなど、市民に幅広く利活用さ
れ、公共の福祉増進及び公共事業の効率的な施行を行う必要が
あった。

三重町、清川町、朝地町、大野町、千歳町

　登記簿や公図の明確化を図り、土地の実情
を科学的かつ総合的に調査することで、土地
を保全し、また、利用度を高める。

・平成19年度末現在、要調査面積518.21ｋ㎡のうち289.26ｋ㎡が未調査となっ
ており、国50％、県25％の補助金交付により平成60年頃までには全域完了でき
るよう事業推進する。
・地籍調査の結果をＧＩＳ（地理情報システム）の基本地図として活用できる
よう、調査の結果得られた土地情報の数値化（数値情報化）を行う。

③

 地籍調査事業費補助金 

補補補補 助助助助 事事事事 業業業業

起起起起 債債債債 のののの
種種種種 類類類類

①

補補補補助助助助率率率率

事事事事 業業業業 ＩＩＩＩ ＤＤＤＤ 04002

実実実実 施施施施 期期期期 間間間間 17 ～ 22 根根根根 拠拠拠拠 法法法法 規規規規 国土調査法第25条第１項

各各各各種種種種のののの計計計計画画画画へへへへのののの反反反反映映映映（（（（＝＝＝＝根根根根拠拠拠拠計計計計画画画画）））） 第６次地籍調査事業10箇年計画

③
事事事事 業業業業 種種種種 別別別別 ②

事事事事 業業業業 区区区区 分分分分 ② （ ）

細細細細 事事事事 業業業業 名名名名

実実実実 施施施施 形形形形 態態態態

① （　 　　）

事事事事 業業業業 主主主主 体体体体 市

Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ 23232323～～～～

43,000

133,151

34,947

24,638

133,539 108,877 91,051 166,000

216.72

【実績】
登記完了済面積 199.88ｋ㎡

平成平成平成平成19191919年度年度年度年度 課課課課　　　　　　　　題題題題

【実績】
登記済み面積206.54ｋ㎡

98,204県県県県 支支支支 出出出出 金金金金 82,893

面積

決決決決
　　　　
算算算算

国国国国庫庫庫庫支支支支出出出出金金金金

そそそそ のののの 他他他他

113,169 134,618

28,93935,335

計計計計

計計計計 113,600 134,750

一一一一 般般般般 財財財財 源源源源 30,276 36,068

98,550

地地地地 方方方方 債債債債

98,204 79,938 66,413 123,000
予予予予
　　　　
算算算算

国国国国庫庫庫庫支支支支出出出出金金金金

地地地地 方方方方 債債債債

一一一一 般般般般 財財財財 源源源源 30,707

財源内訳財源内訳財源内訳財源内訳

36,200

県県県県 支支支支 出出出出 金金金金 82,893 98,550

そそそそ のののの 他他他他

－－－－－－－－

活動指標活動指標活動指標活動指標 地籍調査の実施率

－－－－

地籍調査事業

効率指標効率指標効率指標効率指標
前年度決算額＞当該年度決算額
⇒　平成21年度は、コスト評価（経済性、効率性、効果性）を実施する。

面積面積

206.54

2

重点施策重点施策重点施策重点施策ＩＤＩＤＩＤＩＤ

3 －－－－ 2 －－－－ 日常生活に必要な生活サービスの拠点づくりを進める

重重重重　　　　　　　　　　　　点点点点　　　　　　　　　　　　施施施施　　　　　　　　　　　　策策策策　　　　　　　　　　　　名名名名

事事事事 業業業業 名名名名

基本施策基本施策基本施策基本施策ＩＤＩＤＩＤＩＤ 基基基基　　　　　　　　　　　　本本本本　　　　　　　　　　　　施施施施　　　　　　　　　　　　策策策策　　　　　　　　　　　　名名名名

担当部局担当部局担当部局担当部局
部部部部局局局局名名名名 総務部

課課課課室室室室名名名名 税務課
総総総総 合合合合 計計計計 画画画画 ／／／／ 実実実実 施施施施 計計計計 画画画画 書書書書
兼兼兼兼 事事事事 務務務務 事事事事 業業業業 評評評評 価価価価 シシシシ ーーーー トトトト

②

名名名名 称称称称

3/

その他

4

国 県

単単単単　　　　位位位位

ｋ㎡
登記完了済み面積（登記完了済みの進捗率）

194.87

備備備備　　　　考考考考

達成率 達成率 達成率 達成率 BBBB／／／／AAAA

目標値目標値目標値目標値　　　　((((AAAA)))) 220.86 223.97

種種種種　　　　別別別別 面積

Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ 21212121 Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ 22222222

面積

Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ 19191919 Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ 20202020

206.54

100.0

H20 H22～

Ｅ

維持

平成平成平成平成18181818年度年度年度年度平成平成平成平成17171717年度年度年度年度

成果指標成果指標成果指標成果指標

年年年年　　　　度度度度

備備備備　　　　考考考考

実績値実績値実績値実績値　　　　((((BBBB))))

Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ 17171717

面積

【実績】
登記済み面積194.87ｋ㎡

Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ 18181818

199.88



 

評価対象年度 評価実施年度

６６６６．．．．前年度前年度前年度前年度のののの事業評価事業評価事業評価事業評価

低い ← → 高い

低い ← → 高い

低い ← → 高い

減額 ← → 増額

減員 ← → 増員

内線内線内線内線

E-mailE-mailE-mailE-mail @bungo-ohno.jp

年度年度
評価評価評価評価にににに関関関関するするするする視点視点視点視点

総務部

地籍調査室

H19

評価評価評価評価

理理理理
由由由由

行 政 行 政 行 政 行 政 のののの
関関関関　　　　　　　　与与与与

１１１１ ２２２２ ３３３３ ４４４４ ５５５５
評価評価評価評価

５５５５

← → 必要

事 業 事 業 事 業 事 業 のののの
必 要 性必 要 性必 要 性必 要 性

１１１１ ２２２２ ３３３３ ４４４４

理理理理
由由由由

手 段 手 段 手 段 手 段 のののの
妥 当 性妥 当 性妥 当 性妥 当 性

１１１１ ２２２２

理理理理
由由由由

事 業 事 業 事 業 事 業 のののの
効効効効　　　　　　　　果果果果

１１１１ ２２２２

理理理理
由由由由

事 業 事 業 事 業 事 業 のののの
予予予予　　　　　　　　算算算算

１１１１ ２２２２

４４４４ ５５５５

理理理理
由由由由

人人人人　　　　　　　　員員員員
体体体体　　　　　　　　制制制制

１１１１ ２２２２

5

　地籍簿・地籍図が整備され、土地取引の円滑化や境界紛争の防止、災害復旧や課税の公平化、公共事業の効率的な施行
に大いに貢献しているため。

　事業の進捗率を加速させるためには一定の増員要素がある。

評価評価評価評価

３３３３ ４４４４ ５５５５
評価評価評価評価

３３３３

不要
5

　補助事業であり、効率的に進捗率を上げるため委託事業で実施する方が妥当である。

　国土調査法により、地籍調査事業は市が事業主体であることが定められているため。

事業経費と同様、職員全体を削減せざるを得ない状況の中で、組織の見
直し、グループ制の活用、外部委託等の様々な手法を含めて評価する。

　正確な地籍図・地籍簿が整備され登記されている。

　平成22年度以降、第６次地籍調査事業10箇年計画により事業規模が拡大する。

３３３３ ４４４４ ５５５５
評価評価評価評価

4

田北　信男 椎原　富吉

部部部部　　　　長長長長 課課課課　　　　長長長長

椎原　富吉

班班班班　　　　長長長長 担当者担当者担当者担当者

理理理理
由由由由

３３３３

４４４４ ５５５５
評価評価評価評価

4
全ての行政経費の削減が求められる中で、予算を減額できないか、でき
ないのであればその理由はなぜか等、事業経費の面について評価する。

　山間部では高齢化が進み、現地確認に行くことが出来ない人や、世代が代わり自分の土地を知らない人が増えており、
進捗率を上げるため人員を増やし、事業を拡大して早急に完了することが望ましい。

ＣＣＣＣ ＦＦＦＦ

時代や市民ニーズの変化への対応、事業目的の緊急性、重要性、さらに
は他の自治体の動向等を踏まえて評価する。

ＥＥＥＥ

5

5

この事業は行政が実施しなければならない事業なのか、民間でサービス
を供給できないのか等、民間との役割分担を考慮して評価する。

行政がこの事業を行うこととした場合、事業実施の方法は妥当か、効率
的な方法なのか等、外部委託や受益者負担等を含めて評価する。

事業の効果は上がっているのか、事業は効率的に実施できたのか、事業
経費は事業実績と比べてどうか等、費用対効果も含めて評価する。

事業事業事業事業
規模規模規模規模

評価評価評価評価 Ｅ

ＤＤＤＤ

廃止廃止廃止廃止 終了終了終了終了 統合統合統合統合

ST4028

理理理理
由由由由

縮小縮小縮小縮小 維持維持維持維持 拡大拡大拡大拡大

羽田野　長則
2371

今後の事業規模の方向性について、事業の必要性、緊急性、事
業経費や担当職員数の増減等を検討し、社会情勢や市民生活へ
の影響等も十分考慮した上で、事業全体としてどのような方向
へ進めていくのかを総合的に判断する。

そのそのそのその他他他他、、、、特記事項特記事項特記事項特記事項

ＡＡＡＡ ＢＢＢＢ

事業の内容や事業規模に関する意見、補足説明、事業改善の方向性等、特記すべき事項を記載する。

担当部局担当部局担当部局担当部局
部部部部局局局局名名名名

課課課課室室室室名名名名兼兼兼兼 事事事事 務務務務 事事事事 業業業業 評評評評 価価価価 シシシシ ーーーー トトトト
総総総総 合合合合 計計計計 画画画画 ／／／／ 実実実実 施施施施 計計計計 画画画画 書書書書

H20


